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研究成果の概要（和文）：技術協力協定下の提携安定性分析に関する先行研究のサーベイを行い、研究代表者が
実施した削減合意下の技術のスピルオーバーによる効果の研究並びに内生的技術成長を分析した研究との結果の
相違を検討する。また、先行研究により提携の安定性分析の定量評価は、使用するモデルに依存することが指摘
されている。そこで、この課題を明らかにするために、気候変動対策に関する提携の安定性分析を定量的に分析
している研究者と連携し、評価モデル間で結果の違いを検討するために国際モデル比較分析を行った。

研究成果の概要（英文）：We conducted a comprehensive literature review regarding the impact of 
international technology-oriented agreement as an alternative to international agreement on 
greenhouse gas (GHG) emission reductions. Then, we compare those implications obtained from 
literature with our studies which assume international cooperation on GHG emission reductions. As 
previous studies suggested, results from empirical analysis of stability of climate coalitions 
highly depend on the numerical models used. Therefore, we joined the international project of model 
comparison in which internationally renowned five institutions participated in order to identify 
robust results concerning the incentives of different nations to join the climate agreement.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
2009 年 12 月に開催された国連気候変動枠

組み条約の第 15 回締約国会議（COP15）で
見られたように、温暖化問題が非常に複雑な
問題になっている中で国際的な排出削減目
標への合意を目指す枠組みの下では締約国
による全会一致が相当困難であることが明
らかになった。削減に関する全体合意が難し
い現状を考慮すると、削減合意と代替する枠
組みの構築について検討が必要となる。 
 
２．研究の目的 
 温室効果ガス排出削減を目的とした環境
協定への参加インセンティブに関する分析
は広く行われてきたが、参加インセンティブ
を高めると考えられている環境技術協力を
目的とした協定に関する分析は僅かであり、
分析内容も限定されている。したがって、本
研究では、温室効果ガス削減に関する合意の
代替案となる技術協力中心の枠組みの可能
性について検討する。 
 また、先行研究から提携の安定性分析の定
量評価は使用するモデルに依存することが
指摘されている。そのため、主要なモデル間
での想定の違いを明らかにする。 
 
３．研究の方法 
(1)技術協力に関する協定の提携安定性分析
を行っている先行研究のサーベイを行い、研
究代表者が実施した技術のスピルオーバー
による効果を分析した研究（Nagashima and 
Dellink 2008）、並びに内生的技術成長を分
析した研究（Nagashima et al. 2011）との
結果の比較を行う。これまで研究代表者が実
施した上記 2つの分析は、技術協力の協定で
はなく削減に関する合意を想定しており、締
約国間の技術のスピルオーバーや内生的技
術成長が協調提携に与える影響を定量的に
分析している。研究代表者が使用した
STACO(Stability of coalitions)モデルは、
排出量削減による各国の便益及び費用に関
する詳細な情報を持ち、全ての提携構造にお
ける各国の合意への参加インセンティブを
費用便益分析によって算出することが可能
である。 
 
(2)気候変動対策に関する提携の安定性分析
を定量的に分析している研究者と連携し、分
析モデル間で結果の違いを検討するために
国際モデル比較分析を行った。具体的には、
ポツダム気候影響研究所（PIK）の MICA モデ
ル、FEEM の WITCH モデル、ルーヴァン・カト
リック大の CWS モデル、Wageningen 大の
STACO モデル、NY 州立大の RICE モデル間の
比較分析を PIK の Kai Lessmann 研究員の主
導の下で実施した。モデル比較分析の目的及
び貢献は、①各モデルの費用便益の仮定がど
のように協調インセンティブ構造に影響を
与えるかを考察、②頑健性のある結果の把握、
③協調の失敗に関する理解を深め、協調を促

進する資金移転を明らかにすることである。
その際、研究代表者が分析で用いる定量モデ
ルは前述の STACO モデルである。 
提携の安定性分析では、2 段階ゲームアプ

ローチをとる。第 1段階では、各国が提携に
入るか否かを同時決定する。第 2段階で、各
国は削減レベルを決定する。提携メンバーは
提携全体の利得（厚生）を最大にし、非提携
メンバーは自己の利得（厚生）を最大化する。
提携メンバー間のみで資金移転スキーム等
を適用する。第 2 段階の結果を予想して第 1
段階の行動が定められる。そして各提携の安
定性が検討される。 
提携の安定性の概念は以下の通りとする

(d’Aspremont and Gabszewicz 1986)。 
安定的な提携は以下の内部安定性と外部安
定性の条件を満たさなければならない。 
① 内部安定性（IS）: 提携メンバーは提携 
から離脱するインセンティブがない。 
② 外部安定性（ES）: 非提携メンバーは提 
携に参加するインセンティブがない。 
また、協調のドライバーを考察するため、

以下の概念を利用する。 
③ 潜在的な内部安定性（PIS）: 提携全体の 
利得は各国がそれぞれ離脱した場合に得ら
れる利得の合計よりも大きい。この条件下で
は各国は少なくとも離脱した際の利得を確
保することが可能である（あとは提携内での
利得の移転をうまくすれば内部安定性は保
たれる）。したがって、インセンティブ構造
を反映した移転スキームとなる。 
 各モデルの特徴について、STACO モデルで
は各国の利得は地域の便益から削減費用を
引いたものとして表される。一方、他の 4つ
のモデルではラムゼータイプの最適成長モ
デルを通じて（貯蓄行動と削減行動が内生的
に決定）、利得が決まる。その他、分析対象
期間及び時間選好割引率等の想定もモデル
間で異なる。 
 
４．研究成果 
(1)最初に、技術協力に関する協定の提携の
安定性分析に関する先行研究から得られた
知見は次の通りである。 Lessmann and 
Edenhofer (2010)は削減合意の下での技術の
スピルオーバーによる効果は定量モデルに
よって結果が異なることを指摘している。そ
の理由としてスピルオーバーの想定及びパ
ラメータの定量モデル間での違いが挙げら
れるが、更に技術スピルオーバーが生産性に
寄与するか（Butteon and Carraro 1997）あ
るいは、削減費用に寄与する（Nagashima and 
Dellink 2008）かの違いが結果の違いをもた
らす可能性があると指摘している。概して前
者はスピルオーバーが安定的な提携のサイ
ズに与える正の影響が大きく（全体提携が安
定的になる場合もあり）、一方で後者はスピ
ルオーバーが安定的な提携のサイズに与え
る影響は限定的であると結論づけている。 
 また、El-Sayed and Rubio (2014)は、削



減合意ではなく技術開発に関する国際協定
における提携の安定性分析を理論的側面か
ら分析している。技術協定における 3段階ゲ
ームアプローチをとり、第 1段階で協定に合
意するか否かを決定し、第 2段階で提携国は
R&D への投資額を決定する。一方、非提携国
は自国の R&D 投資額を決定する。第 3段階で
各国は非協力的に削減量を決定する。ここで
は、締約国の限界削減費用（MAC）は締約国
の R&D投資の合計かつ非締約国による R&D投
資のいくらかのスピルオーバーによって減
少する。一方、非締約国の MAC は自国の R&D
投資並びに他国の技術スピルオーバーによ
って減少すると仮定している。結果は、技術
のスピルオーバー効果が増加するにしたが
って参加国が減ることが示され、技術協定は
削減合意の代替となり得ないことが明らか
となった。この結果は、削減合意に技術スピ
ル オ ー バ ーを 想 定 した Nagashima and 
Dellink (2008)と同様の結果を導いているこ
とが示唆された。 
 
(2)次に、モデルの違いによる結果の相違を
明らかにするために実施した削減合意の下
での提携の安定性分析に関するモデル比較
分析（Lessmann et al. 2015）で得られた結
果を以下にまとめる。各国の削減費用（削減
ポテンシャル）と被害について、被害はモデ
ル間で相対的な地域シェアが異なる。削減ポ
テンシャルは各モデルにおいて中国とイン
ドの削減ポテンシャルが大きく、日本の削減
ポテンシャルが小さい。費用及び便益の地域
間の違いは、各国が協定に参加するインセン
ティブに大きく影響を与える。 
ここで、協調インセンティブの定義とは、

ある提携の下で、各国の「メンバーになると
得られる利得」からその提携の下で「自国の
みが離脱した際に得られる利得」を引いたも
のである。 
協調するインセンティブを決める要素は 2

つある。 
① 協調することによる便益 
i. 協調することによって得られる便益は、

その国の被害の程度に依存する。協調
する国の限界便益が大きければ、提携
全体の削減量も大きくなる。 

ii. 非協調メンバーの反応：提携内の削減
量が増加すれば、非協調国は排出を増
加する傾向にある（排出量のリーケー
ジ）。その結果、協調することによって
得られる便益が減少する。 

② 協調することによる追加費用 
i. 削減費用は提携内の削減の分配に依存

する（MAC が低ければより多くの削減が
要求される）。 

ii. その他の機会費用の発生：（例）炭素の
価格付けは世界の化石燃料の需要に影
響を与え、化石燃料価格変化は燃料輸
出国にとって、協調することによるコ
ストとして表れる。 

以下に被害及び削減がどの程度国によっ
て異なるかを考察する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：Lessmann et al. 2015 
図１：被害の配分（OECD の提携の場合） 
 
図 1 は OECD の提携の場合において、各国

の被害の配分（炭素価格の構成によって把
握）を示したものである。全てのモデルにお
いて米国及び EU の被害が大きいため、提携
による削減から多くの便益が得られる傾向
にある。 
 図 2 は OECD の提携の場合における、各国
の削減分担を非協調の場合と比較したもの
である。米国の削減分担の割合は 20-60%、日
本は 1-18%、EU は 10-30%である。全てのモデ
ルにおいて米国、次いで EU の削減分担の割
合が高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：Lessmann et al. 2015 
図 2：削減分担（OECD の提携の場合） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：Lessmann et al. 2015 
図 3：協調インセンティブ（OECD の提携の場



合） 
 
図 3 は OECD の提携の場合の協調インセン

ティブを示したものである。全てのメンバー
の協調するインセンティブが正であれば
OECD の提携は内部安定的であるが、全てのモ
デルにおいて同提携は内部安定的ではなく、
離脱インセンティブがある国も異なる。概し
て、削減分担が低く、限界便益が高い国は協
調インセンティブが正であることがわかる。 
 
表 1：安定的な提携（資金移転無し） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：Lessmann et al. 2015 
 
表 1は各モデルにおける資金移転が無い場

合の安定的な提携を示したものである。IES
は安定、ISは内部安定、PIS は潜在的な内部
安定性を表す。また、最大削減量及び最大厚
生は非協調均衡で得られる各数値を 0、全体
協調均衡で得られる数値を1としてスケーリ
ングしたものを表す。結果から、次のことが
明らかとなった。 
① 安定的な提携（IES）の数が少なく、提携 
による効果（削減量及び厚生）も低い。 
② 内部安定的（IS）な提携になると数が増 
えるが参加メンバー数はIESの場合とほとん
ど変わらない。IES の場合と比べて提携によ
る効果が改善するものもあれば、あまり変わ
らないものもありモデルによって異なる。 
③ 潜在的に内部安定的(PIS)な提携の数は 
多く、提携による効果も上昇する。つまり、
提携を安定化させることができる移転スキ
ームが存在することがわかり、これはモデル
間で頑健性のある結果である。 
 
次に、従来の移転スキームと PIS 移転との

比較を行う。従来の移転スキームにおいては、
様々な衡平性の基準を考慮して資金移転が
行われる。代表的な基準は、「歴史的な排出
量に対する責任」、「人口」、「支払い能力」等
が挙げられる。 
従来の移転スキームと PIS移転との比較か

ら、従来型の移転スキームは移転の方向性及
び移転額に関して問題があるため、提携の安
定性に負の影響を与えることが定量的に示
され、モデル間で頑健性のある結果となった。 
最後に PIS移転と各国の特徴との関係を考

察した。 
 
 

表 2: PIS 移転と各国の特徴 
 
 
 
 
 
出典：Lessmann et al. 2015 
 
被説明変数を「正の移転を受け取る割合」

とし、説明変数を「削減ポテンシャル」、「被
害」、「削減量に対する被害」とした。被害が
大きい国は協調することによって便益を得
るため、その分、その他のメンバーに利得上
昇分を配分する傾向にある（正の移転を受け
取る割合と被害は負の関係にある）。 
 
 モデル比較分析において次の結論を導い
た。 
① モデル間において、気候変動による地域 
別被害推計が大きく異なる（パラメータ選択
の違い）。 
② 地域の削減ポテンシャル及び気候変動に 
よる被害が各国の協定参加インセンティブ
に影響を与える。つまり、削減ポテンシャル
が低い（MAC が高い）場合、あるいは限界被
害が高い場合、協定参加のインセンティブが
正になる傾向がみられる。 
③ 資金移転が無い場合、全てのモデルにお 
いて安定的な提携は小さく、得られる利得も
小さい（大きな提携における内部安定性の欠
如のため）。 
④ 「ただ乗り」を最小化する資金移転方法 
によって安定的な提携の形成が可能となる。
例えば、PIS の要素を持つ提携は大きく、全
体提携で得られる厚生及びGHG削減量の半分
あるいはそれ以上を得ることができる。 
⑤ 従来の資金移転方法では協調を促進しな 
い（各国のインセンティブ構造を考慮してい
ないため）。 
⑥ PIS 移転に関して、被害が大きい国は協 
調によって便益が得られ、その分、削減ポテ
ンシャルが高い国を補償する傾向がある。 

 
モデル比較分析を通して、被害に関する想

定が大きく結果に影響を与えることから、気
候変動の経済への影響に関する更なる計量
分析及び被害のモデル化の改善につとめる
ことが重要であることが示唆された。 
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